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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第80期
第３四半期
連結累計期間

第81期
第３四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 22,842 22,356 30,351

経常利益 (百万円) 431 533 548

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 321 334 272

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 341 343 278

純資産額 (百万円) 6,954 6,251 6,891

総資産額 (百万円) 22,312 21,003 21,480

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 12.71 11.46 10.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 12.44 11.46 10.18

自己資本比率 (％) 31.2 29.8 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,727 1,951 1,896

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,952 △1,040 △2,385

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,373 △1,379 2,095

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,409 2,398 2,868
 

　

回次
第80期
第３四半期
連結会計期間

第81期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.69 1.82
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

平成28年９月１日を効力発生日として、当社100％出資の連結子会社である株式会社扇屋コーポレーションの営む

扇屋事業のうち西日本に存在する店舗を分割し、新たに設立した当社100％出資の連結子会社である株式会社扇屋西

日本に承継させるとともに、同日において株式会社扇屋コーポレーションの営むカジュアルダイニング事業を、新

たに設立した当社100％出資の連結子会社である株式会社フードリームに承継させる吸収分割を行っております。

　なお、事業分割後の株式会社扇屋コーポレーションは、株式会社扇屋東日本に社名変更しております。

 

この結果、平成28年12月31日現在では、当社グループは、当社（株式会社ヴィア・ホールディングス）と連結子会

社６社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢が緩やかに改善する一方で、英国のユーロ圏離脱

問題をはじめとする欧州の経済不安や米国新政権への政策不安、新興国等における景気減速など海外情勢の不確

実性の増大から、株価上昇や為替の円安進行はありつつも、景気の先行きはより不透明な状況が続いておりま

す。

　外食業界においては、業績動向は業態毎にまだらであり、ファストフード業態が好調であった一方で居酒屋業

態は苦戦が続くなど、他業種の代替やニーズの変化などにより、依然として業界全体が熾烈な競争状態にありま

す。また、食の安全確保に向けたコストの増加や景気回復に伴う人員確保の難化など、厳しい経営環境が継続し

ております。

　こうしたなか、当社グループにおいては、今後の大きな飛躍に向けた５ヵ年の中期経営計画『Dynamic

Challenge 500 ～新たな成長で、新たなステージへ～』に基づき、「既存業態のブラッシュアップと新規出店の

加速化」「フランチャイズ店舗の積極展開」「Ｍ＆Ａによる経営資源の強化とドミナント形成の推進」を重点政

策に掲げ、それぞれの施策を進めてまいりました。

　また、これらの戦略を支える人財確保や財務基盤の強化等のため、平成28年12月には当社株式を東京証券取引

所市場第一部に市場変更いたしました。

　営業面では、付加価値の高い商品が一定の支持を受ける一方、全体として既存店の客数は減少しました。今後

も各業態において既存店の客数拡大に重きをおき、ＱＳＣＡ（フードサービスの概念的価値を表す。Quality：ク

オリティ、Service：サービス、Cleanliness：クレンリネス、Atmosphere：アトモスフィアの頭文字）の継続的

な向上施策を実施してまいります。

　店舗数については、新規出店が５店（うち、ＦＣ２店）、閉店が13店（うち、ＦＣ２店）となり、当第３四半

期末の店舗数は、557店舗（うち、ＦＣ77店舗）となりました。

　売上高については、リオ・オリンピック開催期間中の客数の減少やその後の天候不順、消費支出の落込みの影

響等により、既存店売上高は前年同期比96.6％（客単価100.0％、客数96.6％）となりましたが、平成27年６月に

パステルのレストラン事業を譲受けたこと等により、売上高全体としては前年同期比97.9％となりました。

　売上原価については、食材単価は安定的に推移しており、売上原価率は前年同期に比べて0.7ポイント減少しま

した。販売管理費については、水道光熱費の削減等のコストダウンを実施しましたが、時給単価の上昇等による

人件費の増加、建設資材の高騰による設備費の増加、株主優待費用の増加等のコストアップがあり、販管費率は

前年同期に比べて0.9ポイントの増加となりました。また、マイナス金利の影響により支払利息等の営業外費用が

低減されました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの売上高は22,356百万円（前年同期比2.1％減）、営業

利益は593百万円（同7.1％減）、経常利益は533百万円（同23.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

334百万円（同4.0％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間の総資産は、前連結会計年度末に比べ476百万円減少し、21,003百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が469百万円減少したこと、のれんが112百万円減少となったためです。

 負債の部は、固定負債のその他に含まれている長期前受金が298百万円、買掛金が134百万円それぞれ増加した

一方、長期借入金が274百万円減少したこと等により、負債合計で前連結会計年度末に比べ163百万円増加の

14,751百万円となりました。

　純資産の部は、配当により資本剰余金が40百万円、利益剰余金が145百万円それぞれ減少したこと、Ａ種優先株

式の消却により資本剰余金が800百万円減少した一方、親会社株主に帰属する四半期純利益を334百万円計上した

こと等により、純資産合計で前連結会計年度末に比べ640百万円減少の6,251百万円となりました。

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.3ポイント減少の29.8％となり、１株当たり純資産額は

214円34銭となりました。

 
　

(3) キャッシュ・フローの状況分析

　当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年

度末と比較し、469百万円減少の2,398百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、1,951百万円（前年同四半期は1,727百万円の増加）となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純利益が384百万円となり、そのうち現金の支出を伴わない減価償却費が991百万円、の

れん償却額が107百万円及び減損損失が230百万円含まれ、更に前受金が131百万円増加したこと等によるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、1,040百万円（前年同四半期は1,952百万円の減少）となりました。これは主

に、既存店のリニュアルや新規出店等に伴う有形固定資産の取得が1,089百万円あった一方、敷金・保証金の回収

が143百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は、1,379百万円（前年同四半期は2,373百万円の増加）となりました。これは主

に、Ａ種優先株式の取得による支出が800百万円、配当金の支払が184百万円、リース債務の返済が120百万円及び

長期借入金の返済が274百万円あったことによるものであります。
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(4) 設備計画の変更

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書「第一部　企業情報　第３　設備の状況　

３設備の新設、除却等の計画」に記載した重要な設備の新設計画及び改修計画は、本四半期報告書提出日（平成

29年２月８日）現在（ただし、既支払額については平成28年12月31日現在）、以下のとおりとなっています。

　①重要な設備の新設

事業部門別の名称 所在地 設備の内容
投資予定
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調達
方法

着手予定
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

（増加客席数）

株式会社扇屋東日本

やきとりの扇屋　
新規出店４店舗

― 店舗設備等 180 ―
増資資金、自己
資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

320

株式会社扇屋西日本

やきとりの扇屋
東生駒

奈良県生駒市 店舗設備等 45 45 増資資金
平成28年
３月

平成28年
５月

76

やきとりの扇屋　
新規出店２店舗

― 店舗設備等 90 ―
増資資金、自己
資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

160

株式会社フードリーム

イタリアンバル　
パステル八潮南

埼玉県八潮市 店舗設備等 45 33

増資資金

平成28年
６月

平成28年
８月

66

ステーキハウス
松木川崎明津

神奈川県川崎市 店舗設備等 38 37
平成28年
８月

平成28年
11月

44

イタリアンバル
パステル
新規出店８店舗

― 店舗設備等 360 ―
増資資金、自己

資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

560

鶴亀堂　　　　　
新規出店１店舗

― 店舗設備等 48 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

25

株式会社一丁

魚や一丁　　　　
新規出店１店舗

― 店舗設備等 150 ―
増資資金、自己
資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

250

株式会社一源

いちげん　　　　
新規出店１店舗

― 店舗設備等 108 ―
増資資金、自己

資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

180

株式会社紅とん

紅とん　　　　　
新規出店２店舗

― 店舗設備等 66 ―
増資資金、自己

資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

120

 

（注）1．上記金額には消費税は含まれておりません。

 2．上記金額には店舗賃借に係る敷金及び保証金が含まれております。
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 ②重要な設備の改修等

事業部門別の名称 所在地 設備の内容
投資予定
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調達
方法

着手予定
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

（増加客席数）

㈱扇屋東日本
25店舗

― 店舗設備 175 189

増資資金

平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱扇屋西日本
25店舗

― 店舗設備 175 196
平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱フードリーム　
22店舗

― 店舗設備 337 300
平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱一丁
１店舗

― 店舗設備 30 30
平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱一源
１店舗

― 店舗設備 30 60
平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱紅とん
３店舗

― 店舗設備 15 54
平成28年
４月

平成29年
３月

―

㈱扇屋東日本
25店舗

― 店舗設備 175 ―

増資資金、自己

資金及び借入金

平成29年
４月

平成30年
３月

―

㈱扇屋西日本
25店舗

― 店舗設備 175 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

―

㈱フードリーム　
13店舗

― 店舗設備 260 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

―

㈱一丁
１店舗

― 店舗設備 30 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

―

㈱一源
１店舗

― 店舗設備 30 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

―

㈱紅とん
２店舗

― 店舗設備 10 ―
平成29年
４月

平成30年
３月

―

 

（注）上記金額には消費税は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

Ａ種優先株式 2,400

計 80,000,000
 

(注) 当社の発行可能株式総数は80,000,000株であり、普通株式及びＡ種優先株式の発行可能種類株式総数の合計数

とは異なります。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,168,100 29,168,100
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 29,168,100 29,168,100 ― ―
 

(注)　平成28年12月９日に、当社株式は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から同取引所市場第一部へ市

場変更いたしました。
　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

― 29,168,100 ― 3,697 ― 2,497
 

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式     2,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,163,500 291,635 ―

単元未満株式  普通株式     2,100 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 29,168,100 ― ―

総株主の議決権 ― 291,635 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権25個）含ま

れております。
　

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヴィア・ホール
ディングス

東京都文京区関口１丁目
43番５号

2,500 ― 2,500 0.01

計 ― 2,500 ― 2,500 0.01
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　なお、当四半期累計期間後、四半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 取締役兼専務執行役員 佐伯　浩一 平成29年１月18日

代表取締役副社長 取締役兼専務執行役員 今井　将和 平成29年１月18日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月

１日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,868 2,398

  売掛金 672 747

  有価証券 － 248

  原材料及び貯蔵品 215 234

  繰延税金資産 234 178

  その他 512 670

  流動資産合計 4,503 4,477

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,777 7,806

   機械装置及び運搬具（純額） 797 893

   工具、器具及び備品（純額） 542 539

   リース資産（純額） 352 251

   土地 1,393 1,393

   建設仮勘定 10 －

   有形固定資産合計 10,872 10,884

  無形固定資産   

   のれん 1,640 1,528

   その他 226 230

   無形固定資産合計 1,867 1,758

  投資その他の資産   

   投資有価証券 704 467

   長期貸付金 4 2

   敷金及び保証金 3,050 2,938

   繰延税金資産 245 308

   その他 215 159

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 4,219 3,876

  固定資産合計 16,959 16,518

 繰延資産   

  株式交付費 17 6

  繰延資産合計 17 6

 資産合計 21,480 21,003
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,597 1,731

  1年内返済予定の長期借入金 499 499

  未払金 269 339

  未払費用 807 942

  未払法人税等 53 79

  賞与引当金 153 83

  リース債務 159 136

  資産除去債務 9 20

  店舗閉鎖損失引当金 3 －

  株主優待引当金 140 106

  その他 471 409

  流動負債合計 4,164 4,349

 固定負債   

  長期借入金 9,000 8,725

  リース債務 267 205

  資産除去債務 975 1,009

  繰延税金負債 34 13

  その他 146 447

  固定負債合計 10,423 10,402

 負債合計 14,588 14,751

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,696 3,697

  資本剰余金 3,857 3,018

  利益剰余金 △534 △346

  自己株式 △2 △2

  株主資本合計 7,016 6,367

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △125 △115

  その他の包括利益累計額合計 △125 △115

 非支配株主持分 0 0

 純資産合計 6,891 6,251

負債純資産合計 21,480 21,003
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 22,842 22,356

売上原価 7,519 7,195

売上総利益 15,323 15,160

販売費及び一般管理費 14,684 14,567

営業利益 638 593

営業外収益   

 受取利息及び配当金 5 4

 受取賃貸料 60 59

 その他 11 12

 営業外収益合計 77 76

営業外費用   

 支払利息 141 82

 借入契約に伴う費用 110 38

 その他 33 16

 営業外費用合計 284 137

経常利益 431 533

特別利益   

 固定資産受贈益 75 44

 負ののれん発生益 266 －

 受取補償金 － 135

 その他 16 0

 特別利益合計 358 180

特別損失   

 減損損失 234 230

 固定資産除却損 84 84

 その他 81 14

 特別損失合計 400 329

税金等調整前四半期純利益 389 384

法人税、住民税及び事業税 134 80

法人税等調整額 △66 △31

法人税等合計 68 49

四半期純利益 321 334

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 321 334
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 321 334

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 17 9

 繰延ヘッジ損益 2 －

 その他の包括利益合計 20 9

四半期包括利益 341 343

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 341 343

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 389 384

 減価償却費 946 991

 のれん償却額 107 107

 繰延資産償却額 2 10

 減損損失 234 230

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

 賞与引当金の増減額（△は減少） △53 △70

 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 2 △3

 株主優待引当金の増減額（△は減少） 0 △33

 株式報酬費用 2 2

 受取利息及び受取配当金 △5 △4

 支払利息 141 82

 固定資産受贈益 △75 △44

 固定資産除売却損益（△は益） 84 84

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

 負ののれん発生益 △266 －

 受取補償金 － △135

 売上債権の増減額（△は増加） △354 △74

 たな卸資産の増減額（△は増加） △24 △19

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 124 △124

 仕入債務の増減額（△は減少） 507 134

 前受金の増減額（△は減少） △261 131

 未払消費税等の増減額（△は減少） △86 54

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 314 187

 その他 62 89

 小計 1,790 1,979

 利息及び配当金の受取額 5 4

 利息の支払額 △99 △58

 補償金の受取額 － 135

 法人税等の支払額 △111 △177

 法人税等の還付額 142 67

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,727 1,951
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           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,494 △1,089

 無形固定資産の取得による支出 △12 △10

 投資有価証券の売却による収入 80 0

 ゴルフ会員権の取得による支出 △16 －

 事業譲受による支出 ※2  △537 －

 長期貸付金の回収による収入 2 2

 敷金及び保証金の差入による支出 △99 △56

 敷金及び保証金の回収による収入 126 143

 預り保証金の返還による支出 △0 △0

 預り保証金の受入による収入 0 －

 その他 △0 △30

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,952 △1,040

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,050 －

 長期借入金の返済による支出 △601 △274

 長期未払金の返済による支出 △46 －

 リース債務の返済による支出 △107 △120

 株式の発行による収入 4,156 －

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 0 0

 優先株式の取得による支出 △1,852 △800

 配当金の支払額 △225 △184

 非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,373 △1,379

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,147 △469

現金及び現金同等物の期首残高 1,261 2,868

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,409 ※1  2,398
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第２四半期連結会計期間より、株式会社扇屋コーポレーションの営む扇屋事業のうち西日本に存在する店舗を

分割し承継させた、株式会社扇屋西日本を連結の範囲に含めているとともに、株式会社扇屋コーポレーションの

営むカジュアルダイニング事業を分割し承継させた、株式会社フードリームを連結の範囲に含めております。

　なお、事業を分割した後の株式会社扇屋コーポレーションは、株式会社扇屋東日本に社名変更しております。

 
（追加情報）

　　当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１．保証債務

連結会社以外の会社の連帯債務保証義務は次のとおりです。

なお、下記の債務保証先は㈱パートナーズダイニングでありましたが、第２四半期連結会計期間において連帯債

務保証義務はなくなっております。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

1店舗の賃貸借契約上の賃借人債
務の連帯保証額（月額賃料）

2百万円 －百万円

3店舗の転貸保証金の預託に関す
る保証（預託金総額）

227百万円 －百万円

計 229百万円 －百万円
 

 

　２．コミットメントライン契約　

当社は、資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関６行と、シンジケーション方式によるコミットメントラ

イン契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

　なお、コミットメントライン契約には、財務制限条項が付されております。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

コミットメント限度額 1,000百万円 1,000百万円

借入実行額 －百万円 －百万円

差引未実行残高 1,000百万円 1,000百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

現金及び預金 3,409百万円 2,398百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

― 百万円 ― 百万円

現金及び現金同等物 3,409百万円 2,398百万円
 

　

　※２．事業譲受けにかかる資産及び負債の主な内訳

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

連結子会社株式会社扇屋コーポレーションのパステル事業の譲受に伴う資産及び負債の内訳並びに事業譲受によ

る支出は次のとおりです。

流動資産 31百万円

固定資産 1,280百万円

流動負債 △14百万円

固定負債 △487百万円

負ののれん発生益 △266百万円

事業の譲受の対価 542百万円

譲受事業の現金及び現金同等物 5百万円

差引：事業譲受による支出 537百万円
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　　　該当事項はありません。
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 60 2.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年６月26日
定時株主総会

Ａ種優先株式 80 50,000 平成27年３月31日 平成27年６月29日 資本剰余金

平成27年６月26日
定時株主総会

Ｂ種優先株式 85 85,000 平成27年３月31日 平成27年６月29日 資本剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　（Ａ種優先株式の取得及び消却）

当社は、平成27年８月12日開催の取締役会において、当社発行のＡ種優先株式の定款第11条の７の規定に基づく

一部取得、並びに当該取得を条件として、会社法第178条の規定に基づく消却を行うことを決議し、平成27年９月30

日に実施いたしました。

　なお、詳細につきましては以下のとおりであります。　
　
  　 （1）取得および消却の理由

資本政策の一環であります。
　

（2）取得の内容

 ① 取得する株式の種類 Ａ種優先株式

 ② 取得する株式の総数 800株

 ③ 株式の取得価額 定款の規定に従い、１株につき、1,000,000円

 ④ 株式の取得価額の総額 800,000,000円

 ⑤ 取得日 平成27年９月30日
 

　
（3）消却の内容

 ① 消却する株式の種類 Ａ種優先株式

 ② 消却する株式の総数 800株（上記（2）により取得した株式の全部）

 ③ 実行日 平成27年９月30日
 

　
（4）Ａ種優先株式の取得状況

 ① 当初発行株式数 2,400株 （発行価額 2,400,000,000円）

 ② 今回取得株式数  800株 （発行価額  800,000,000円）

 ③ 未取得株式数  800株 （発行価額 　800,000,000円）
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　（Ｂ種優先株式の取得及び消却）

当社は、平成27年10月16日開催の取締役会において、当社発行のＢ種優先株式の定款第11条の14の規定に基づく

全部の取得、並びに当該取得を条件として、会社法第178条の規定に基づく消却を行うことを決議し、平成27年11月

10日に実施いたしました。

　なお、詳細につきましては以下のとおりであります。　
　
  　 （1）取得および消却の理由

資本政策の一環であります。
　

（2）取得の内容

 ① 取得する株式の種類 Ｂ種優先株式

 ② 取得する株式の総数 1,000株

 ③ 株式の取得価額 定款の規定に従い算定した、１株につき、1,052,164円38銭

 ④ 株式の取得価額の総額 1,052,164,380円

 ⑤ 取得日 平成27年11月10日
 

　
（3）消却の内容

 ① 消却する株式の種類 Ｂ種優先株式

 ② 消却する株式の総数 1,000株（上記（2）により取得した株式の全部）

 ③ 実行日 平成27年11月10日
 

　
（4）Ｂ種優先株式の取得状況

 ① 当初発行株式数 1,000株 （発行価額 1,000,000,000円）

 ② 今回取得株式数 1,000株 （発行価額 1,000,000,000円）

 ③ 未取得株式数    0株 （発行価額 　　　　　　0円）
 

 

　（公募増資及び第三者割当増資）

当社は、平成27年11月４日を払込期日とする新株式発行による公募増資及び平成27年12月１日を払込期日とする

オーバーアロットメントによる売出しに関連して行う新株式発行による第三者割当増資を実施しております。この

結果、資本金が2,093百万円増加、資本準備金が2,093百万円増加しております。

 

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,696百万円、資本剰余金が3,857百万円となって

います。　
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当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 145 5.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年６月29日
定時株主総会

Ａ種優先株式 40 50,000 平成28年３月31日 平成28年６月30日 資本剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年８月10日開催の取締役会において、当社発行のＡ種優先株式の定款第11条の７の規定に基づく

一部取得、並びに当該取得を条件として、会社法第178条の規定に基づく消却を行うことを決議し、平成28年９月30

日に実施いたしました。この結果、資本剰余金が800百万円減少しております。

　なお、詳細につきましては以下のとおりであります。　
　
  　 （1）取得および消却の理由

資本政策の一環であります。
　

（2）取得の内容

 ① 取得する株式の種類 Ａ種優先株式

 ② 取得する株式の総数 800株

 ③ 株式の取得価額 定款の規定に従い、１株につき、1,000,000円

 ④ 株式の取得価額の総額 800,000,000円

 ⑤ 取得日 平成28年９月30日
 

　
（3）消却の内容

 ① 消却する株式の種類 Ａ種優先株式

 ② 消却する株式の総数 800株（上記（2）により取得した株式の全部）

 ③ 実行日 平成28年９月30日
 

　
（4）Ａ種優先株式の取得状況

 ① 当初発行株式数 2,400株 （発行価額 2,400,000,000円）

 ② 今回取得株式数 800株 （発行価額  800,000,000円）

 ③ 未取得株式数 0株 （発行価額 　　　　　 0円）
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当社グループは「外食サービス事業」の単一セグメントであり、開示情報としての重要性が乏しいと考えられる

ことから、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

当社グループは「外食サービス事業」の単一セグメントであり、開示情報としての重要性が乏しいと考えられる

ことから、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

（1）１株当たり四半期純利益金額 12円71銭 11円46銭

  (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 321 334

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

321 334

   普通株式の期中平均株式数(千株) 25,289 29,165

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  12円44銭 11円46銭

  (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

　　普通株式増加数(千株) 534 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要　　

― ―

 

（注）　「１株当たり四半期純利益」の算定においては、すべてのＡ種優先株式を平成28年９月30日付けで取得及び

消却したため、普通株主に帰属しない金額は存在しないため控除せずに算出しております。なお、前年同四

半期連結累計期間については、優先株主への配当原資を資本剰余金とすることを予定していたため、普通株

主に帰属しない金額は控除せずに算出しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

四半期報告書

22/24



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成29年２月８日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取 締 役 会 御 中

　

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　 仲澤 孝宏　  印

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  　水野　文絵　　 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴィ

ア・ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

28年10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヴィア・ホールディングス及び連結子会社の平成28年12

月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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